
令和４年度デジタル田園実装拡大事業（農業者支援）に係るＱ＆Ａ

R4.9.13更新

○R４デジタル田園実装拡大事業（農業者支援）Ｑ＆Ａを下記により取りまとめ，情報共有します。

※回答は現段階のものであり，今後取扱が変更になった場合は別途お知らせします。

No
項目

（リストから

選択）

質問内容
質問者

所属名
県回答

1 事業対象

・ドローン導入に係る免許取得費用やラ

イセンス料についても，補助対象となる

のか？

柴田町 ・事業の対象外です。

2 事業対象

・後付けの自動操舵システムを本事業で

導入するにあたって，すでにコンバイン

等の農業機械本体を購入している場合，

農業機械本体も補助対象となるのか？

柴田町 ・事業の対象外です。

3 事業条件

・事業の採択条件として，「県が整備す

るRTK基地局の測位情報サービスを５年

以上利用すること」とあるが，途中で故

障などして導入した機械が使えなくなっ

た場合はどうするのか？

柴田町

・基本的には利用を継続できるよう修繕等で対応し

ていただきますが，案件により個別に相談対応させ

ていただきます。

4 事業対象

・測位情報を受信するためのスマホアプ

リはandroid版のみ対応しているとのこ

とだが，iphoneユーザーが本事業で使用

するためにandroid版スマホを購入する

場合は補助対象となるのか？

七ヶ浜町 ・事業の対象外です。

5 事業対象
・リースで導入する農業用機械も補助対

象となるのか？
北部地振 ・事業の対象です。

6 事業対象
・中古の農業用用機械も補助対象となる

のか？
北部地振

・耐用年数が２年以上残っていれば，事業の対象と

します。

7 照会先

・現在，自動操舵システム等のために別

なRTK基地局を利用している場合，県の

設置するRTK基地局に乗り換えるに当

たって，どこにアドバイスを求めればよ

いのか？

登米地域事

務所

・自動操舵システム等を購入したメーカーにご確認

ください。なお，乗り換えに当たって，県のRTK基

地局の詳細な仕様等が必要な場合は，当課にご確認

ください。

8 その他

・基地局の運用体制の中で，管理を委託

する民間団体は既に想定しているのか。

未定の場合、必要な機能と収支イメージ

はどのように想定されているか。

JA中央会

・R4年8月現在，管理を委託する民間団体について

は，調整中であり未確定です。具備すべき機能等

は，利用料の徴収のノウハウを持っていることや，

アグリテック推進において，県と連携できる組織を

想定しています。

9 事業条件
・本補助事業は，他の国・県の補助事業

との重複は制限されるか。
JA中央会

・他の国，県の補助事業との重複や併用はできませ

ん。

10 事業条件
・農業者１者が，２台以上の自動操舵シ

ステム等を申請することは可能か？
東部地振

・申請は可能です。

・基本的には，１者１件の申請ですが，予算の範囲

内で１者当たり複数の対象機械の補助を認める場合

があります。

宮城県農業振興課



11 その他

・RTK基地局（アンテナ）の利用する

際，１契約で複数の農業機械を使うこと

は可能か？

・同時の作業でなければ，１つのID（１契約）で異

なる機械を稼働させることが可能です。

12 事業対象 ・見積は，何社から取る必要があるか？

・原則として２社以上の複数社から見積徴取を行う

こととしています。（中古などで複数社の見積もり

が難しい場合は，理由書等を添付してください。）

13 その他
・RTK基地局（アンテナ）の設置時期や

利用料金が確定するのはいつか？

・RTK基地局の設置完了は，R５年２月末頃を見込

んでいます。

・利用料金等については，R5年度から利用開始でき

るよう，調整を進め確定次第，情報をお伝えしてい

きます。

14
事業実施

期間
・交付決定前着手は，いつから可能か？

・事業計画の認定日以降です。（Ｒ３米価下落対策

事業と異なるのでご注意願います。）

15 事業対象

・今回，（RTK基地局利用の）田植機と

コンバインの申請を希望している。県基

地局との利用契約は，機械２台分必要

か？

・機械複数台の計画申請は可能です。ただし，予算

の範囲内で審査・採択をします。

・利用契約の数については，機械の使用時期が異な

り１つのIDで稼働可能であれば，契約は１件で良い

です。（Q&ANo.11参照）

16 事業対象

・ドローンの導入を計画しているが，機

種本体以外のオプション導入に関する要

件はあるか（予備バッテリー，粒剤等の

散布ユニット，GPS送受信機，発電機

等）。

気仙沼地振

・ドローン本体と同時に導入する場合は，使用する

見込面積・要件等に合わせて，必要分の予備バッテ

リー，散布ユニット，送受信機の購入は補助対象と

します。

・ただし，発電機や，免許取得に係る事務経費等は

補助対象外です。

17 その他

・申請者が購入業者へ支払ための，業者

への支払前に全額概算払にて請求するこ

とは可能か？

大河原地振 ・必要に応じて，概算払の請求は可能です。

18 事業対象

・スマートフォン等の端末を利用して接

続する形式に対応していないドローンに

ついて，事業対象になるのか？

農業者

・スマートフォン等の端末の利用の有無に関わら

ず，県で整備するRTK基地局へ接続できる機械であ

れば、事業対象とします。

19 事業対象

・接続のためのネットワークアドレス，

パスワード等が開示されていれば，実際

の動作検証は可能だが，RTK基地局が整

備されていないため，動作検証ができな

い。この場合，機械は事業対象になるの

か？

販売店
・メーカーへ確認の上，仕様上接続が可能であるも

のであれば，事業対象とします。

20 その他
・RTK基地局の利用可能範囲はどのくら

いか？
販売店

・メーカーが有効範囲とするのは，１基地局につ

き，半径約２０km圏内が利用可能範囲です。

・ただし，半径２０kmを超えるエリアでも条件に

よっては受信できます。

21 事業条件

・補助金の交付後，対象機械がRTK基地

局に接続できないことが判明した場合，

補助金の返還は求めるのか。

販売店

・あくまで，接続可能な機械を補助対象とします

が，予期せず接続できないケースでは，返還は求め

ません。ただし，交付条件として掲げている作業時

間等の報告は求めます。

・また，このような場合は，RTK基地局の利用料は

請求しません。



22 事業対象

・耐用年数の切れたトラクターに，今回

申請する自動操舵システムを装着したい

が，対象か？

蔵王町

・耐用年数内のトラクター等に装着することが適切

と考えますが，補助対象の機械・機器の耐用年数期

間中は，装着するトラクター等を修繕・更新して継

続して使用すること，及び農機メーカー又は販売店

の確認書を提出することを条件に補助対象としま

す。（R4.9.13修正）

・「確認書」は，別に参考様式を示す。

23 事業対象
・国土交通省へのドローン登録料（ナン

バー登録料）は，補助対象か？
販売店 ・事業の対象外です。

24 事業対象
・ドローンメーカーへの機体登録料は，

補助対象か？
販売店 ・事業の対象外です。

25 事業対象

・ドローンの農薬散布で使用するロー

リータンク（薬液運搬用）は，補助対象

か？

販売店 ・事業の対象外です。（汎用性が高い等の理由）

26 事業対象

・ドローン（農業機械）の販売店からお

客様への納品時の運搬費は，補助対象

か？

販売店 ・事業の対象外です。

27 事業対象

・後付けの自動操舵システムを導入し、

トラクターと田植機の２台で使用した

い。システム本体は１台分購入し、自動

操舵のハンドルやケーブル、設置用の土

台等は移設効率を考えて機体毎に設置し

たいので２台分購入したいが、全て対象

になるか。

仙台市
・農業機械２台で使用することは認めますが，補助

事業の対象としては，いずれか１台分です。

28 その他

・事業計画書の申請の際に提出する「参

考見積書（写し）」について、市への提

出日（10月6日）前に参考見積書の有効

期限が切れてしまうが、再発行が必要

か。（事業公募が８月22日から開始され

てからすぐに参考見積を取り始めてお

り、見積書の有効期限が１ヶ月のメー

カーが多いため、提出日前に有効期限が

切れてしまう人が多い）

仙台市

・計画申請時は，２社以上の"参考”見積書の提出を

求めていますので，交付決定後（交付決定前着手届

により計画認定後）に，再度見積徴取をして購入先

を決定することが基本となります。

29 その他

・補助上限１５０万円より小さい額で交

付決定を受け，交付決定後に，見積徴取

を行ったが，値上がりにより事業費が増

加した場合は，補助額の増加は可能か？

・交付決定額の増加はできません。（交付決定額内

の額の変更は可能です。）



30 その他

・事業計画が採択されなかった農業者

が、自己資金で自動操舵システムを導入

した場合でも、今回の事業で県が設置す

るRTK基地局の補正電波は利用すること

は可能か。

仙台市

・可能です。

（RTK基地局の運用では，広く利用者を募集します

ので，活用願います。）

31 事業条件

・事業計画の申請をする際に、組織名義

として申請するのとは別に、その組織の

代表者が個人名義で申請することは可能

か。

仙台市

・組織と個人の経営（決算，税申告等）がきちんと

切り分けられていれば，申請可能です。

（当然ながら，申請計画に記載する面積の重複はな

いことになります。）

32 事業条件

・現在所有の機械に自動操舵システムを

装備し，事業完了後５年以内に機械を更

新した場合，自動操舵システムを新機械

に乗せ換えて使用しても良いか。

（Q&ANo.3関連）

美里町 ・差し支えありません。

33 事業対象

・後付タイプの自動操舵システムとそれ

を装着するトラクターを今回同時に購入

したいが，両方とも補助対象とできる

か？

亘理町 ・自動操舵システムのみを補助対象とします。


